










































































































































































































































韓国 4，643 3，208 6909一5．8（8．6） 10，4134） 4．3（5．9） 780 1，954
台湾 2，178 2，672 12，268 4．6（5．5） 5，420 4．1（4．9） 463（413） 405（350）
シンガポール 316 844 26，694 0．3（5．0） 5374〕 6．9（10．0） 38 ＿5〕
香港 669 1，630 24，454一5．1（1．5） 4694｝ 13．5（19．0） 42 ＿5）
タイ 6，147 1，113 1，811一10．4（4．0） 6，285 10．6（32．3）144（218） 158（327）
マレーシア 2，218 710 3，202 一7．5（4．2） 4，449 4．0（6．0） 164（289） 164（304）
インドネシア 20，442 942 461一13．2（0．1） 4，925 46．6（91，4） 58（94） 58（123）
フィリピン 7，515 652 868 一〇．6（3，0） 2290 42．4（122．8） 80（74） 45（65）
中国 124，810 9，590 772 7．8（7．1） 12，1914） 102．4（464．9） 1，603 1，628




























韓国 514 626 773 876 10371140114912391151 568 一
248 328 332 392 398 415 406 405 362 212 　763 954 1104126814361556155616441513 779 1270
台湾 372 355 354 410 404 435 419 368 369 359 314
126 128 138 158 153 141 128 97 104 108 99
498 483 491 568 557 575 547 465 463 467 413
香港 　 34 36 46 47 35 25 22 39 29 一
一 19 17 20 20 15 9 12 15 11 　
一 52 53 66 68 57 34 34 54 40 一
シンガポール 一 31 28 29 38 33 34 29 27 29 一
一 5 5 5 5 5 7 8 8 9 一
一 36 32 34 43 38 42 37 35 37 一
タイ 48 66 67 121 282 156 163 173 132 46 67
160 237 201 241 174 330 408 416 281 98 151
208 303 268 362 456 486 572 589 363 144 218
マレーシア 106 122 109 121 129 156 225 276 308 138 240
59 60 36 33 39 45 61 89 97 26 44
166 182 145 154 168 200 286 365 405 164 284
インドネシア 32 57 46 30 32 40 38 44 73 12 11
146 218 215 140 179 282 341 288 314 46 83
178 275 261 170 211 322 379 332 387 58 94
フィリピン 28 35 28 35 51 59 71 89 76 35 28
19 23 20 25 33 45 53 68 64 43 44
47 57 48 60 84 104 124 157 139 78 72
中国 　 77 188 164 299 277 448 387 474 508 一
一 485 618 916 117111751116107210931095 　




（参考）インド n．a． 175 172 165 200 233 330 390 432 402
n．a． 183 172 165 181 237 308 361 330 248
















タイ 214 305 283 328 420 434 483 559 260 158 327
59 74 77 105 144 110 117 139 112 32 73
マレーシア 143 206 236 171 180 218 304 386 438 162 298
93 131 153 136 145 174 251 306 349 146 257
インドネシア 174 272 255 172 204 325 388 325 389 58 123
32 57 47 29 32 42 40 35 55 8 6
フィリピン 46 54 46 n．a． 81 100 125 157 139 78 72
36 34 26 n．a． 52 58 71 89 76 35 28
アセアン小計 577 837 820 671 884 1077130614201318 425 819
220 296 303 270 373 384 479 569 592 221 364
台湾 329 351 397 437 405 427 396 366 381 405 350
251 277 328 291 269 291 273 265 269 293 246
中国 587 509 709 1062129713531453147515801627 一
29 42 81 163 230 250 325 391 482 507 一
韓国 11291322149817302050231225262813281819542843






































日本車 米国車 欧州車 韓国車 その他ブランド 合計
199519981995199819951998199519981995199819951998
タイ 515 130 11 6 35 6 11 2 一 一 572 144
インドネシア 366 50 5 3 12 2 2 3 一 一 384 58
マレーシア 264 157 7 2 15 5 一 一 一 　 286 164
フィリピン 112 69 一 1 1 2 13 8 1 一 127 80
アセアン4小計 1257406 23 12 63 15 26 13 一 一 1369446
台湾 315 338 141 88 72 28 　 1 15 13 542467
中国 341 623 26 9 220383 　 一 81758714031603
（参考）インド 227 357 一 7 ｝ 8 1 17 397261 626650






































輸出台数 225 225 280 272 195

















































タイ 327 13　（8） 5　（5） 0　（2）
マレーシア 304 9　（7） 2　（2） 1　（1）
インドネシア 123 15　（10） 2　（2） 0
フィリピン 65 173）（11） 0 0
台湾 350 11　（8） 5　（4） 0　（1）
































驪ﾆグループ 海外との主要合弁事業 乗用車 商用車
上海汽車 上海VW・上海GM 230 2
第一汽車 一汽VW・GM金杯 69 219
東風汽車 神龍汽車・万通汽車・東風ホンダ　鄭州日産 30 152
天津汽車 ダイハツのシャレード・ライセンス供与・天津豊田エンジン合弁・天津トヨタ 95 63
北京汽車 北京ジープ・北京旅行車 　 100
北方工業 重慶長安鈴木 35 94
航空工業 スズキ・富士重工の技術供与・西安・ボルボバス 2 132
広州汽車 広州ホンダ 2 6






1993年 1994年 1995年 1996年 1997年
乗用車（7社） 97．7％ 96．0％ 96．4％ 98．7％ 99．6％
軽型バス（6社） 50．5 54．8 63．5 73．4 77．4
大型バス（5社） 一 76．1 85．0 91．9 85．7






















































’90年 ’95年 ’96年 97年
担体付き触媒 0 7 0 0
タイヤ・ゴム部品 2，872 2，491 2，521 2，087
摩擦材 128 118 36 7
ガラス 47 11 38 79
ばね 0 0 0 1
卑金属部品 247 416 349 384
エンジン 1 12 14 10
エンジン用部品 1，893 1，392 895 922
エンジン周辺部品 474 321 310 703
エアコン 1 158 34 43
電装品 3，222 3，346 4，942 6，210
カーオーディオ 1，145 2，013 1，792 1，403
シヤシ・車体 1 5 23 13
車体部品 3，216 4，572 5β41 6，649
計器関係 13 103 56 33




’90年 ’95年 ’96年 ’97年
担体付き触媒 2，039 2，829 2，707 6，022
タイヤ・ゴム部品 421 132 418 1，002
摩擦材 406 107 63 24
ガラス 47 11 38 79
ばね 1，500 1，218 1，237 1，042
卑金属部品 159 163 181 79
エンジン 5，879 1，105 1，154 1，065
エンジン用部品 14，15614，00912，67313β71
エンジン周辺部品 15，38815，58317，04213β24
エアコン 5，782 1，740 910 1，421
電装品 5，191 3，234 3，739 3，645
カーオーディオ 3，694 12092，121 1，542
シヤシ・車体 146 2，455 434 100
車体部品 47，95459，25760，13848，563
計器関係 596 722 667 585




























































































































































































































































































































































































非輸入関税特典 なし あり 非関税特典制度の撤廃
条　件
ASEAN域内コンテント率50％ 40％ 40％
















































































































































































































































































































































































出資メーカー 日系メーカー 1996年 2000年 生産能力
トヨタ Toyota　Motor　Thailand59．6％ 85．1％1） 24万台
三菱自工 MMC　Sittipol 48％ 98．27％2） 16万台








いすゾ Isuzu　Motor　Thailand47．9％ ＿6） 15万台η












































































































投入時期 ’99年1月（日本） 2002年に新型投入 2001年（日本） 2002年（日本） ’98年10月（日本，現行cfル）
販売地域 日本，欧州，北米，アWアなど 日本，欧州など
日本，欧州（2002年）。
Aジア，南米には2003
N以降。米国（検討中）
日本，欧州。アジアな
ﾇ他地域にも拡大予定。
ｻ代自が開発参加すれ
ﾎ韓国，中国も。
日本，欧州
生産国
i計画含
ﾞ）
日本，フランス，ブラ
Wル，中国，台湾，ア
Zアン
日本，英国（ポンドレ
[トによっては欧州大
､の可能性あり）
日本，英国，アジア，
uラジル
日本，オランダ，アジ
A，ブラジル，
日本，ハンガリー，イ
塔h，中国
生産規模
’99年国内生産は3シ
梶[ズ計49．5万台（う
ｿ輸出225万台）。世界
ﾅ70万台規模と予想さ
黷驕B
実績は日産側40万台規
ﾍRenault側ユ00万台規
ﾍ
世界30万台計画
世界50～60万台（現代
ｩ加わわれば75～100
恆艨j
’99年の国内生産は両
cfル計27万台。
nンガリー，中印含め
驍ﾆ60万台規模が予想
ｳれる。
備　　考
中国，台湾，アセアン
ﾅは，プラッツより一
?闡蛯ｫいセダンとな
驕B
次期マーチはRenault
blioと車台を共通化す
骭v画。
アジァ戦略車のシティ
ﾍ，シビツクベースか
轤vBCべ一スに切り
ﾖえられる予定。
欧州ではNedCarで生
Yし，三菱，Smart両ブ
宴塔hで販売する計画。
スズキ・GMで共同開
ｭしたYGM－1の派生
ﾔを世界各国で製販す
骭v画もある。
出所：FOURIN『国内自動車調査月報』，2000年6月（第15号），2頁。
イで生産されるピックアップトラックを欧州・中南米・豪州などに輸出している。
　こうした動きは，経済危機以降，国内需要の低迷で稼働率に苦しむ日系自動車メーカーに大
きく広がりつつあり，こうしたメーカーでは特にオーストラリア・ニュージーランド向けに輸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（61）出を拡大させ，99年には12．6万台に達しており，2000年には18．2万台が予定されている。その
ため96年に僅か2．5％であった輸出比率は，図一6が示すように，99年には12．6％にまで達して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔67）いる。その後，90年代に注目されてきたアジア戦略車の限界が指摘されるようになっており，
代わって日系メーカー各社は世界戦略小型車をグローバルなべ一スで投入しようとしており
（表一14），これをタイにも投入することが打ち出されている。これらは，本田の「シビック」
（30万台）を除けば，いずれも1つのモデルで世界的レベルで70万台を超える極めて大きな量
産性を持つモデルとなり，そのコスト削減効果は大きい。例えば，トヨタは，すでにアジア戦
略車として投入された「ソルーナ」をインドネシア拠点に集約し，世界戦略車である「ヴィッ
（66）　『日本経済新聞』2000年2月7日。
㈹　鳴り物入りで市場投入されたアジア戦略車であるが，その後，経済危機に直撃されたとはいえ，
　アジア戦略車の限界が指摘されており（FOURIN『国内　自動車調査月報』前掲書，2頁），必ず
　しも成功したとは言いがたい。アセアンではセダンを購入できる層は限られた一部の高所得者層
　であり，アジア地域限定の低価格車は，こうした高所得者層のニーズとギャップがあったものと
　考えられる。また，経済危機後明らかになったことは，このアジア戦略が徹底したコスト削減と
　現地市場向け仕様（例えばヒータがない）の結果，輸出できないことであり，これが国内市場の
　低迷により稼働率の低下に苦しむところとなった原因の一・一一・つでもあった。
182　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第83巻第3号　　　　　　　　　　（182）
ツ」をべ一スとした小型セダン（排気量1300cc）を2002年以降タイ拠点で集中生産し，しかも
トヨタの海外拠点では初めて100％の現地調達率を達成し，為替リスクの回避と生産コストの削
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（58）減を目指すという極めて野心的な計画をすでに発表している。これまで各国で部品の相互補完
を行いながらも同一モデルを生産する体制からある特定国で一つのモデルを生産する動きは，
ASEAN自由貿易構想の実現を睨んで進められており，また今後，アセアン域内での完成車の輸
出入の関税率が引き下げられるならば，アセアン各国の自動車産業間の競争は一層激化するこ
とが予想される。そうした状況では，今後，日本車と競合モデルの多いマレーシアの国民車メ
ーカーが，最も大きな影響を受けることが予想され，この点で政府の保護・優遇措置によって順
調に生産・販売を拡大してきたとはいえ，その真の国際競争力が問われることになるであろう。
V．中国の乗用車市場の発展と自動車産業
　中国経済は，90年代に入って上海等の沿海部を中心として10％を越える驚異的な成長を遂げ
てきたものの，94年以降契機の拡大テンポは鈍化しており，99年にはデフレ傾向を強めている
　　　　　　〔69｝
と言われている。しかし，それでも，実質GDP成長率は，アジア通貨・経済危機後も減速して
いるとはいえ，98年の8．8％，99年には7．8％，99年には7．1％と持続的に拡大していることに変
わりはない。
　こうした経済発展を背景として，中国の自動車生産台数も順調に拡大しており，中国自動車
産業は，生産台数べ一スで，すでに東アジアで韓国に次ぐ生産規模に達している（表一3参
照）。さらに国の「豊かさ」のシンボルと言える「乗用車」の生産規模も，持続的な拡大を続け
ており，1990年の4．2万台から98年には50．8万台と十倍以上に拡大している。
　すでに，中国政府は，80年代半ばに乗用車生産拠点を集中的に育成するために「三大・三小・
二微」の8メーカー（グループ）を指定し，最低生産規模15万台以上の生産能力整備に取り組
んできたが，90年代末までに上海VW（上海汽車グループ）が年30万台を整備し，一汽VW（第
一汽車グループ），神龍汽車（東風汽車グループ），天津夏利汽車（天津汽車グループ），長安汽
車（北方工業グループ）が15万台規模の乗用車生産能力を実現し，ここに5大乗用車メーカー
　　　　　　　　　　（了①が出現することになった。こうした乗用車生産は，本体の国有企業の経営とは切り離して，い
ずれも外国資本との合弁事業（但し，「夏利（シャレード）」の生産を行う「天津夏利」はダイ
ハツからの技術供与），従ってまた外国資本・技術の導入を図りながら展開されている（表一6
参照）。こうした主要乗用車生産プロジェクトは，一汽VWのケース（VW・AUDIの出資比率合
計40％）を除いて，上海VW，上海GM，天津トヨタ，広州本田のケースでは対等出資（50％）
㈹　　『朝日新聞』2000年6月17日および『日本経済新聞』8月18日。なお，トヨタがタイで生産さ
　れる低価格の世界戦略小型車は，同じ時期に，中国（天津汽車との合弁事業）および台湾（国瑞
　汽車）でも生産される。
（69）経済企画庁調査課『アジア経済　2000』前掲書，136頁。
（70）FOURIN『1999アジア自動車産業』198頁。
（183）　　　　　　　　　　　　東アジア自動車産業の発展と変容　　　　　　　　　　　　　183
となっており，各海外メーカーの連結決算の対象に含まれることになる上，重要事項について
も拒否権を行使できるなど海外メーカーの発言権は大きい。今後，中国の乗用車生産は，こう
した海外の有力メーカーと手を組んだ5大メーカーを中心として発展する可能性が高い。
　ところで，1995年に発表された「中国自動車工業第9次五ヵ年計画」では2010年に国民経済
の「支柱産業」となることを目指して，2000年までに乗用車の生産能力を150万台に拡大するこ
とが盛り込まれていた。この計画は「楽観的過ぎ」，「現実的ではない」として，その後，政府
の政策目標は，「三大戦役」と呼ばれる「製品品質の改善」・「産業構造の改革（国有企業改革）」・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹「技術開発力の獲得」といった「質」の改善・重視に戦略転換してきたと言われている。
　こうした産業政策の転換は，2001年内に予定されているWTOの加盟による国際競争力の強
化という最重要課題を睨んでのものと考えられる。とりわけ，例えば，WTO加盟による完成車
輸入関税の引下げ（3千cc．以下で80％の現行関税率は2年後には40％，さらに2006年には25％
にまで下がる見通し）と輸入数量制限の撤廃（2005年）によって，中国の乗用車メーカーは自
国の他の競合乗用車メーカーとだけではなく，海外の輸入乗用車との厳しい国際競争に晒され
　　　　　　　　　　　　　（72）ることが予想されるためである。
　これまで中国の乗用車需要は公共需要を中心としてきた。1995年でも，公用車（官庁・企業）
需要は64％を占め，タクシー需要が21％，タクシー以外の民間需要は15％であった。しかし，
近年，政府は国有企業改革を加速させており，その一環として公用車制度も見直しが進んでお
り，公共需要の割合は急速に減少している。1998年に公用車の割合は49％，タクシー需要は25
　　　　　　　　　　　　　　　　　（73）％，そして民間需要は26％となっている。こうした民間需要へのシフトは大きな流れになって
いくものと考えられる。確かに中国政府は，近年，産業政策の重点を家庭用乗用車中心の産業
育成構想から住宅産業育成へ大きく転換し始めていると言われるが，しかし，今後も引き続き
高い経済成長を背景とする国民所得の上昇は，中国市場でのモータリゼーションの可能性を高
めている。「ここ数年，中国の都市部の一人当たり平均可処分所得は，過去十年間で4倍以上に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹増加し，……最新のデータによれば，全人口の1％（約1250万人）が20万元以上の年収を得て」
おり，こうした沿海部を中心とした民間企業の経営者や外資系企業勤務者らの高所得層からモ
ータリゼーションが進展しようとしている。また，1998年に中国政府は，自動車ローンを解禁
しており，さらに高速道路といったインフラ整備を急速に押し進めていることも，乗用車の民
間への普及を後押しするものと考えられる。現に，個人の車の所有比率も91年の15．8％（96万
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（75）台）が98年には32．1％（424万台）へと急増している。
　このことが，日・米・欧の有力自動車企業が「21世紀のグローバル戦略に欠かせない市場」と
（7D　FOURIN『1999中国自動車産業』8～23頁参照。
（72）　『日本経済新聞』2000年6月5日。
（73）FOURIN『1999中国自動車産業』，58頁。
㈹　　『日本経済新聞』2000年8月19日。
（75）　『朝日新聞』2000年1月28日。
184 『明大商学論叢』第83巻第3号 （184）
して注目する背景にある。すでに述べたように，ドイツのVWは，80年代中葉よりすでに中国乗
用車市場の発展性に注目し，対アジア戦略の中心を中国市場に置いて集中的に経営資源を投入
してきた結果，「サンタナ」シリーズや「ジェッタ」で現在，中国の乗用車市場で圧倒的な市場
シェアを確保している。
　しかし，ここにきて，本田が広州汽車との合弁事業（「広州本田汽車」）で「アコード」（国産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　価）化率　約45％）を本格生産し（年間生産能力：3万台），またGMが上海汽車との合弁会社（「上
海通用会社」）（年間生産能力：10万台：うち5万台分は輸出仕様車の生産）で「ビュィック」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹の生産（国産化率　約69％）を開始しており，さらにトヨタも天津汽車との合弁認可を受け天
津トヨタ自動車を設立し，2002年から世界戦略小型車の「ヴィッツ」と車台を共有するトヨタ・
ブランドの新型車を年3万台規模で生産し，さらにこれまでダイハツイが技術供与していた「夏
利」のモデル・チェンジをダイハツに代わってトヨタの技術支援で実施し，2001年から生産する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（78）など，これまで出遅れていた日・米自動車メーカーが本格的な中国進出に取り組んでいる。これ
に対して，VWもこうした動きに対抗して，「アコード」や「ビュィック」に対抗して価格帯で
競合する「パサート（Passat）」を上海VWから99年に販売し，またトヨタの小型車に対抗する新
型小型車（「ルポ（Rupo）」べ一ス車）を一汽VWより2002年に投入することになっており，中国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（79）の乗用車販売市場の競争は一層熾烈化することが予想される。
（76）　『日本経済新聞』2000年7月5日。なお，同記事によれば，広州本田は1999年より生産を開始
　し，年間3万台ペースで生産しているが，販売が好調で現在2．5万台の受注残があり，そのため2001
　年秋より5万台に増産することとなった。
（77）FOURIN『1999中国自動車産業』99・100頁。
（78）　『日本経済新聞』2000年5月30日。
（79）FOURIN『1999中国自動車産業』172・173頁。なお，「アコード」（約30万元）や「ビュィック」
　（35万元）に対抗する車種は，「一汽AUDI」4気筒で約35万元（6気筒は42・3万元であり，「パ
　サート」は約26万元である。しかし，「アコード」は都市部で定価の2割のプレミアムまでついて
　いるほど人気が高いと言われている。
　　「シャレード」は約6万元であるが，1000～1300cc．でサイズは小さく，タクシー需要として
　は「サンタナ」には敵わない。但し，こうした合弁プロジェクトは，地方政府の後押しによると
　ころが大きいため，タクシー需要では地方政府の意向が大きい（というのも，タクシー需要の場
　合には，地方政府が統括しており，地方で生産された乗用車を優先採用するケースが多いと言わ
　れている）。
　　「サンタナ」は普通クラスで約11万元で，「サンタナ2000」で約16万元でいずれも1800cc．であ
　り（FOURIN『1999中国自動車産業』71頁），販売競争でVWの苦戦が伝えられている（『日本経
　済新聞』5月30日解説記事）が，中国事業進出から15年の経験を有するVWグループの競争優位性
　は，今後，海外メーカーとの競争においても簡単に崩れるとは思われない。ごく最近，VWは，中
　国がWTOに加盟して合弁会社の完全子会社化が可能になり次第，　VW上海の完全子会社化を計画
　していることを公表している（『日本経済新聞』2000年9月4日夕刊）。
　　ごく最近，中国自動車産業を対象とした包括的研究として上梓された，丸山恵也先生退職記念
　論文編集委員会編『中国自動車産業の発展と技術移転』つげ書房新社，2001年は，その歴史的発
　展，技術移転の内容，一汽集団をはじめ中国自動車メーカーの戦略，製品開発等の詳細な実証研
　究を行なっている。
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W．おわりに一束アジア自動車産業の構造転換の意味と課題一
　以上において，本稿は，1997年・98年のアジア経済危機に伴う東アジア自動車産業の構造転
換について，事実の整理に努めてきた。こうした検討を通して，以下の点について確認しえた。
　第1に，この経済危機により，東アジア自動車産業は，とりわけ「通貨危機国」において深
刻な販売不振に陥った結果，大幅に稼働率が落ち込んだのであり，その結果，生産調整・雇用
調整に追い込まれ，一部では工場の閉鎖という事態にまで深刻化した。その後，販売・生産台
数ともに99年以降少しずつ持ち直し始めており，明るい兆しが現れている。従って，東アジァ
経済の今後の経済発展と歩調を合わせ，自動車産業もまた高い成長軌道に乗る可能性が高いが，
生産能力と販売台数とのギャップは依然として大きく，慢性的ともいえる過剰設備の存在は，
後で述べる企業間競争の激化によって，「体力的に弱い」小規模メーカーに対して市場からの退
出を強制的に迫っていくことになるように思われる。しかし，同時に，アジア経済危機は，こ
うした量的変動の面だけではなく，東アジア自動車産業に対して，経済危機以前とは大きく異
なる質的な構造変化をもたらすことになった。
　第2に，こうした質的構造変化は，何よりも韓国・日本において，欧米自動車メーカーのプ
レゼンスが危機前に比べ，明らかに高まっていることに現れている。その意味するところは，
確かに，欧米メーカーの日・韓の自動車メーカーに対するM＆A（資本提携を含む）の狙いが，
とくに日本メーカーが持つ「小型車」の生産・開発技術の確保・習得にあることは確かであるに
せよ，経済危機に直面したとはいえ，21世紀に高い成長が見込まれる東アジアへの進出の大き
な足掛かりを得るという一層大きな戦略的判断があるようにも思われる。この経済危機に伴う
株式市場の低迷や財務的脆弱性を利用して，欧米メーカーは経済危機以前よりもずっと低いコ
ストで日韓両国における協力パートナーを確保したのである。こうした資本提携や買収によっ
て，日韓両国の生産拠点を活用できる以外に，こうしたパートナーが持つ東アジアの生産・販売
ネットワークをも同時に活用できるというメリットも今後，東アジア経済の「復活」とともに
ますます大きな意味を持ってくるであろう。従って，今後，欧米自動車メーカーは，日本と韓
国の拠点の確保により，両国でのプレゼンスを高めると同時に，この東アジア・ネットワーク
を最大限活用して，積極的なアジア進出を図ってくることが予想される。
　第3に，アセアン諸国において，とりわけ，「通貨危機国」を中心として，構造改革が強力に
推進されており，政府による保護措置の縮小と自由化の加速の動きが見られる。今後，WTO体
制と連動した，その意味では「開かれた地域主義」ともなるアセアン自由貿易構想の実現が視
野に入ってきている。この点で，特にこれまで政府の保護・育成に支えられ発展してきたアセ
アン地域の自動車産業は「自立化」を求められ，激しい国際競争に晒されることが予想される。
こうした「優勝劣敗」のグローバルな市場競争の激化によって，こうした国際競争力を持たな
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いメーカーは脱落していくことになるであろう。こうした競争による淘汰・再編は，アセアンだ
けではなく，例えば，WTOへの加盟による競争力の確保が大きな課題となっている台湾・中国
においても大規模に起こってくるであろう。台湾・中国とも，その市場規模からすれば，自動車
メーカーの数は多すぎるのであって，激しい市場競争に晒される自動車メーカーは，海外の有
力パートナーを見つけられない限り，この激しい市場競争に生き残るために必要な競争優位性
を獲得することは極めて困難であると考えられる。この点では，この東アジアでのグローバリ
ズムの進展は，東アジア自動車産業に対する先進国多国籍自動車メーカーによる支配を確立す
るものとなろう。
　第4に，とくにタイの自動車産業において，大きな構造的・質的変化が生じており，外資の
影響力が格段に強くなっていることを確認することができた。海外自動車メーカーは，AFTA
構想の実現を睨んでタイの生産拠点をアセアンの集中生産・輸出拠点にしようとする動きを強
めており，タイの自動車産業は，経済危機後，逆に，危機前以上に国際競争力を持ちうる産業
として姿を表しつつある。というのも，海外有力自動車メーカーは，タイの現地会社の完全支
配権・経営主導権を確保したことから，優れた経営資源の移転を本格的に進め，輸出競争力・
高い競争優位性を持ちうる会社を育成しようとしているからである。しかし，その裏返しとし
て，タイの有力自動車メーカーは危機後，結局海外の有力自動車メーカーにより事実上支配さ
れることになったのであり，まさにタイ自動車産業で「ウィンブルドン現象」が起きているこ
とも見逃されえない。当初，アセアン自由貿易協定の狙いは，域内貿易の拡大による自国の民
族系主導の企業・産業の国際競争力の強化にあったものと考えられるが，その後の経済危機後の
グローバル化の進展は，先進国多国籍企業の圧倒的優位・支配の確立をもたらすことになった。
　第5に，中国において，WTOの加盟を目前に控えて，自動車生産の分野でも外国資本と技術
の積極的な活用による国際競争力の強化が目指されている。そのために，海外の有力自動車メ
ーカーとの合弁事業を軸に自動車産業が発展しつつある。また海外メーカーも，とくに沿海部を
中心とした国民所得の増加とモータリゼーションの進展可能性，それに伴う乗用車市場の一層
の拡大予想，12億の人口の1％でも1千万という潜在的市場規模から，全力を挙げて中国市場
に足掛かりをつかもうとしており，ほとんどの有力メーカーが中国企業との合弁事業をすでに
展開しているか，展開しようとしている。しかし，これによって，逆に市場原理による集約化・
国有自動車企業の整理・淘汰が進められようとしている。というのも，ここでも海外有力メーカ
ーとの資本・技術面での協力を確保し，競争優位性を実現した企業とそうでない企業との競争
力の格差が次第に開き始めているからである。しかしまた，競争優位性の高い経営資源の移転
が進めば進むほど，海外パートナーに依存した競争優位性は，中国自動車企業の自立性の確保
を困難にしていく可能性が高いように思われる。
　以上のように，今後，東アジア自動車産業は，ますます日・欧・米の有力自動車メーカーの支
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配の下に，その大きな発展を遂げていくことになると思われる。
　しかし，この主要9力国だけで人口17億の人口をもつ東アジア地域で本格的なモータリゼー
ションが起こった時に，現在でも都市渋滞や大気汚染で苦しむ東アジアはさらに一層深刻な問
題に直面することになるであろう。「市場原理主義」だけでは，こうした問題の解決は困難であ
るばかりか，一層悪化することを，高度成長期を通じて我々の生活を脅かしてきた公害問題等，
モータリゼーションに伴うさまざまな諸問題に直面してきた我々の経験からすでに知っている。
この我々の経験が何よりもこの東アジアの地で生かされなければならない。そのためには，自
動車産業の発展を「経済」の論理，「市場主義」の論理に委ねるのではなく，社会・環境といっ
た「非経済」の論理に基づく，「経済」や「市場」に対する規制の強化が求められている。
　確かに，経済危機以降，この「市場至上主義」・「経済の論理」がこの東アジアを覆い尽くす中
で，国際競争力の確保，そのためのコスト削減と一層の効率性・生産性の達成が東アジアでの大
きなスローガンになっている。まさに先進工業諸国が歩んできた「工業化社会」の論理がこの
東アジアを席巻しているといっても過言ではない。こうした「経済の論理」・「工業化社会」の
論理では，今後，この東アジアでも「持続可能な成長」を遂げることは困難であろう。一方で
の「豊かさ」へのあこがれと他方での「人間らしい暮らし」との調和をどう図っていくのかが
問われている。何よりも，グローバリゼーションの進展や「市場原理主義」・「物質主義」の蔓
延による失業・社会的不平等，環境問題等，さまざまな矛盾や弊害を取り除く努力が求められ
ているように思われる。
〔本稿は，堀中　浩商学部教授を研究代表者とする文部省科学研究費（C）②「アジアにおけるグ
ローバリズムとリージョナリズム」（課題番号：10630059）による助成を受けて行われた研究成
果の一部である〕
